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１．福島第一原子力発電所事故の教訓

海水ポンプの機能喪失に
より最終の熱の逃がし場
を失った。

それまで使用済燃料プー
ルの代替冷却，代替注水
等の措置は考慮されてこ
なかった。

原子炉の停止機能の
強化

注水に必要な水源の強化

高圧注水手段の強化

低圧注水手段の強化

減圧手段の強化

最終ヒートシンクによる
除熱の強化

使用済燃料プールの
冷却手段の強化

外部電源の喪失

全電源の喪失
（浸水による多重故障及び共通要因故障）

原子炉の冷却機能の喪失

炉心の損傷

格納容器の破損，原子炉建屋
への放射性物質，水素の漏えい

原子炉建屋の水素爆発

環境への大規模な

放射性物質の放出

地震の発生

大津波の襲来

【事故の推移】 【事故の教訓】 【対応方針】

格納容器内及び
原子炉建屋内の水素対策

原子炉建屋における水素
対策がとられていなかっ
た。

原子炉への代替注水機
能や注水用水源が多様
化されていなかった。

消防車等の重機を活用し
た原子炉冷却の手段が
整備されていなかった。

原子炉の減圧に時間を
要した。

注水用の水源容量が十
分に確保されておらず，
水源が枯渇した。

：防潮堤等により敷地への津波の流入を防ぐことで，電源や冷却
機能等を確保し，原子炉を安全停止して環境影響を防止可能
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２．防護対象とする津波の区分と発電所の防護方針

・太平洋に面する東海第二発電所における津波に対する安全対策の特徴と
して，防護対象とする津波高さを以下の二つのとおり設定し，それぞれの津
波の特徴に応じた形で発電所の安全確保を図ることとしている。

・ここでは，それぞれについて防護対象設備，津波防護対策等を示す。

①基準津波（防潮堤前面最高水位T.P.＋17.1m）

⇒決定論的手法に基づき，発電所の供用期間中に発電所の安全施設に大きな
影響を及ぼす恐れがある津波を定義したもの。（第3回ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑでご説明）

⇒発電所に設置する防潮堤（高さT.P.＋20m）等により，基準津波を敷地に流入さ
せない対策を図ることで，発電所の安全施設の機能を維持する。

②敷地に遡上する津波（防潮堤前面最高水位T.P.＋24m（無限鉛直壁））

⇒確率論的評価を用いた津波ＰＲＡ結果に基づき，基準津波の防潮堤前面高さ
（T.P.＋17.1m）を上回り，防潮堤高さ（T.P.＋20m）を超える津波に対して発電所
の防護を行う。

⇒防潮堤を超えて敷地に遡上する津波に対して，原子炉建屋の外壁や重大事故
等対処設備等に水密対策を施すことで，重大事故対処設備を活用して原子炉
等の冷却を可能とする。
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対策の目的 対策の方向性
従来から備えていた

対策
福島第一原子力発電所事故の
教訓に基づく新たな安全対策

備考

津波の敷地

への流入防

止

Ｓクラスに属する施

設の設置された敷地

に基準津波による遡

上波を地上部から到

達，流入させない

・低地の重要安全施設
（非常用海水ポンプ）を
局所的に防護する方針

・海水ポンプ室の防護壁
の増強（T.P.約＋6.1m）
（当時対策実施中）

茨城県による津波評価
に基づく海水ポンプ室位
置水位：T.P.約＋5.7m

①基準津波への対策

・発電所全体を取り囲むように防潮堤等を設置し，敷地に津波を流入

させない対策を図ることで，発電所の安全施設の機能を維持する。

・防潮堤の高さ：T.P.＋20m（海岸側）及びT.P.＋18m（陸側）

・上記に対応した取水路や放水路，開口部への流入防止対策，貫通

部止水処置等を実施する。

基準津波の評価に基づく

防潮堤前面の最高水位T.P.＋17.1m（入力津波高さT.P.＋17.9m）

②敷地に遡上する津波への対策

・基準津波を上回り，防潮堤高さ（T.P.＋20m）を超えて敷地に遡上す
る津波に対して発電所の防護を行う。

・防潮堤を超えて敷地に遡上する津波に対して，原子炉建屋の外壁
や重大事故等対処設備等に水密対策を施し，重大事故対処設備を
活用して原子炉等の冷却を可能とする。

敷地に遡上する津波の設定
防潮堤前面の最高水位T.P.＋24m （無限鉛直壁を想定）

新規

水位低下に

よる安全機

能への影響

防止

水位変動に伴う取水

性低下による重要な

安全機能への影響

を防止

・非常用海水ポンプの吸
い込み口の取水可能水
位まで対応可能

取水ピット水位 T.P.
－5.66mまで取水可能

・基準津波による引き波時も安全機能を維持する。

引き波の入力津波高さはT.P.－6.0mで，

非常用海水ポンプ取水可能水位T.P.－5.66mを下回る

・貯留堰の設置により海水を貯留し，引き波が継続している間も非常

用海水ポンプの運転継続を可能とする。

新規

津波監視設

備の設置

津波の襲来状況を

監視するために津波

監視設備を設置
潮位計による潮位の監視

・津波の襲来状況を監視し，津波による水位の変化を監視・計測する。

・耐震性を有する，津波・構内監視カメラ，取水ピット水位計及び潮位

計を設置する。

新規

３．津波対策の従来からの主な変更点
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津波発生
要因の選定

（対象津波の選定）

津波評価
（計算）

基準津波の選定

最新の知見等を踏まえ，
次の要因について検討し，
対象津波を選定

①プレート間地震
②海洋プレート内地震
③海域の活断層による地殻内地震
④陸上及び海底での地すべり，斜面崩壊
⑤火山現象

不確かさを考慮した
数値シミュレーションを実施

発電所に与える影響が最も大きい津波を
基準津波として選定

津波対策（耐津波設計）

敷地に影響を及ぼす対象津波を選定するため，
（概略，詳細）数値シミュレーション及び簡易予測
式により評価
①プレート間地震※1

最大水位上昇量： +16.08m（防潮堤前面）
最大水位下降量： -5.47m（取水口前面）

➁海洋プレート内地震※2

最大水位上昇量： +6.44m（防潮堤前面）
最大水位下降量： -4.19m（取水口前面）

③海域の活断層による地殻内地震※3

最大水位上昇量： 1.8m（防潮堤前面）
最大水位下降量： （影響は少ないと評価）

④陸上及び海底での地すべり，斜面崩壊
敷地へ影響を与える地すべり等による
津波はない。

⑤火山現象
敷地へ影響を与える火山現象による
津波はない。

※1 詳細評価の結果
※2 概略評価の結果
※3  簡易予測式による評価の結果

基準津波の選定（①プレート間地震）

最高水位※4 ： T.P.＋17.1m （防潮堤前面）

最低水位※4 ： T.P. －4.9m （取水口前面）

※4 申請時から防潮堤の設置ルート等を変更したモデルにおける評価水位

４．津波評価の概要
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防潮堤の設置ルートの見直しを実施した。変更前後を以下に示す。

５．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価（1／3）

＜防潮堤設置ルート変更前 全長 約２．２km＞ ＜防潮堤設置ルート変更後 全長 約１．７km ＞

東海第二発電所

防潮堤 防潮堤
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■ 最大水位上昇量分布
水位上昇量

0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

水位上昇量
0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

16.08m

15.96m

※ 潮位及び地殻変動量（2011年東北地方太平
洋沖地震に伴う地殻変動量も含む）を考慮

(T.P.+17.2m)※

(T.P.+17.1m)※

防潮堤設置ルート変更前 防潮堤設置ルート変更後

0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m

）   防潮堤前面防潮堤前面

15.96m（37.3分）

0

5

10

15

20

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

変
動

量
（
m

）

時間（分）

A-3 破壊伝播速度3.0km/s 破壊開始点⑥ 立ち上り時間30秒

16.08m（37.3分）

防潮堤前面

基準津波の水位への影響を評価した結果，最高水位位置が同じであり，上昇側の水位に有意な差がないこ
とを確認した。

■ 時刻歴波形

５．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価（2／3）
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名称 防潮堤設置ルート変更前 防潮堤設置ルート変更後

最高水位（防潮堤前面） T.P.+17.2m T.P.+17.1m

最低水位（取水口前面） T.P.-5.3m T.P.-4.9m

• 評価の結果，防潮堤設置ルート変更前後で，最大水位上昇量及び最大水位下降量が最大となる津波波源の
位置及び最高水位位置が同じであり，水位にも有意な差は認められないことを確認した。

• 防潮堤前面の最高水位は，T.P.+17.2mからT.P.+17.1mとなった。

防潮堤線形形状が
異なっている部分

取水口

防潮堤

-8m

-7m

-6m
-5m

-4m

-3m
-2m

-1m
0m

-9m
-10m

0m -1m
-2m -3m

-4m -5m
-6m

-7m

-8m

-9m

貯留堰取水口

防潮堤

SA用海水ピット取水塔

防潮堤設置ルート変更前 防潮堤設置ルート変更後

５．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価（3／3）
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６．基準津波に対する対策（1／15）

※１：クラス１及びクラス２設備並びに耐震Ｓクラスに
属する設備及びそれらを内包する区画を含む。

津波防護対象施設※１ 設置標高
①原子炉建屋

T.P.＋8m
②タービン建屋

③排気筒

④使用済燃料乾式貯蔵建屋

➄常設代替高圧電源装置用カルバート
（トンネル部，立坑及びカルバート含）

T.P.＋8m
（地下部）

⑥常設代替高圧電源装置置場
（軽油貯蔵タンク，燃料移送ポンプ，

東側ＤＢ立坑含）
T.P.＋11m

⑦海水ポンプ室 T.P.＋3m

⑧非常用海水系配管
T.P.＋3m～
T.P.＋8m

：設計基準対象施設の津波防護対象

東海第二発電所 設計基準対象施設の津波防護対象 配置図

②防潮堤等設置 後

①防潮堤等設置なしで津波が襲来した
場合，敷地内に津波が流入する。

⇒非常用海水ポンプの冠水による機能
喪失，原子炉建屋内への浸水による
複数機器の機能喪失等が発生し，炉
心損傷等の発生の恐れがある。

②防潮堤等設置により，津波が襲来した場合で
も敷地内への津波の流入が防がれる。

⇒非常用海水ポンプや原子炉建屋内機器が機
能維持され，電源機能・原子炉冷却機能等が
確保でき，炉心損傷等を防止可能

津波による敷地浸水，
安全機能喪失

防潮堤等による
津波流入防止，
安全機能確保

防潮堤
（敷地側面南側）

防潮堤
（敷地側面北側）

津波対策実施

使用済燃料
乾式貯蔵建屋

T.P.＋20m以上

常設代替
高圧電源
装置置場

T.P.＋11m

タービン
建屋

T.P.＋8m
T.P.＋3m

非常用海水系配管

原子炉
建屋

使用済燃料
乾式貯蔵建屋

T.P.＋20m以上

常設代替
高圧電源
装置置場

T.P.＋11m

タービン
建屋

T.P.＋8m T.P.＋3m

非常用海水系配管

原子炉
建屋

海水ポンプ室
海水

ポンプ室

①防潮堤等設置 前
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６．基準津波に対する対策（2／15）

• 基準津波に対する発電所の安全施設の防護方針と適合方策

安全施設の防護方針 防護方針への適合方策※

① 敷地への

流入防止

【外郭防護１】

Ｓクラスに属する施設の設置された敷

地に基準津波による遡上波を地上部か

ら到達，流入させないこと。

また，取水路及び放水路等の経路から

流入させないこと。

基準津波による遡上波が敷地に到達，流入することを防止するため，

敷地を取り囲む形で防潮堤を設置する。

また，取水路，放水路等の経路からの津波の流入を防止するため，

以下の対策を講じる。

・放水路に放水路ゲートの設置
・取水路や放水路ゲート回りの開口部，ＳＡ用海水ピットの開口部等
への浸水防止蓋の設置

・非常用海水ポンプのグランドドレン排出口等への逆止弁の設置
・構内排水路への逆流防止設備の設置
・その他，貫通部止水処置等

② 漏水による安全

機能への影響

【外郭防護２】

取水・放水施設及び地下部等において，

漏水による浸水範囲を限定して，重要

な安全機能への影響を防止すること。

海水ポンプ室を浸水想定範囲に設定し，浸水の可能性のある経路

に対して浸水防止対策を講じることにより防水区画化する。また，浸

水量評価を実施し，安全機能への影響がないことを確認する。

③ 津波防護の

多重化

【内郭防護】

上記のほか，Ｓクラスに属する設備は，

浸水防護をすることにより津波による影

響から隔離すること。

津波から防護する設備を内包する建屋及び区画に対して，地震によ

る溢水影響も考慮した上で，浸水対策（原子炉建屋地下部の貫通

部止水処置等）を実施する。

④ 水位低下による

安全機能への

影響防止

水位変動に伴う取水性低下による重要

な安全機能への影響を防止すること。

引き波による取水ピットの水位低下に対して，非常用海水ポンプの

取水性を保持するため，取水口前面に貯留堰を設置する。

➄ 津波監視設備

の設置

津波の襲来状況を監視するために津波

監視設備を設置すること。

津波の襲来状況を監視するため，原子炉建屋屋上T.P.＋64m，防潮

堤上部T.P.＋18m及びT.P.＋20mに津波・構内監視カメラ，取水ピッ

トに取水ピット水位計，取水路に潮位計を設置する。

※：重大事故等対処施設に対しても，設計基準対象施設に対する要求事項に準じて，同様の適合方策を実施する。
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６．基準津波に対する対策（3／15）

①鋼製防護壁

②鉄筋コンクリート防潮壁

地中連続壁基礎

鋼製防護壁

地中連続壁基礎

鉄筋コンクリート

0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m
） Mw8.7 A-3 破壊伝播速度3.0km/s，破壊開始点⑥，立ち上り時間30秒  防潮堤前面  最大15.96m(37.3分)

15.96m（37.3分）

防潮堤前面の最高水位※1：T.P.＋17.1m

※1：最大水位上昇量（15.96m）に朔望平均満潮位（T.P.+0.61）及び地殻変動量（2011年東北地方太平洋沖地震に
伴う地殻変動量も含む）を考慮（0.31m，0.2m） ＊15.96＋0.61＋0.31＋0.2 ≒ 17.1 m

①外郭防護１：防潮堤の設置

防潮堤前面の最高水位の時刻歴波形

防潮堤の構造イメージ

敷地区分 基準津波によ
る防潮堤前面
最高水位等

（参考）

①津波高さの
数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

（地盤沈下の有無，防
波堤の有無を考慮し，
最も高い値を選定）

②入力津波高さの策定

（①に潮位のばらつき
0.18m等を考慮）

防潮堤高さ

（②に対し余裕が
あることを確認）

敷地側面北側 T.P.＋11.7m T.P.＋15.2m T.P.＋15.4m T.P.＋18m

敷地前面東側 T.P.＋17.1m T.P.＋17.7m T.P.＋17.9m T.P.＋20m

敷地側面南側 T.P.＋15.4m T.P.＋16.6m T.P.＋16.8m T.P.＋18m

敷地区分毎の入力津波高さと防潮堤高さ

鋼管杭

鉄筋コンクリート

③鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

①鋼製
防護壁

②鉄筋コンクリート防潮壁

取水口

敷地前面東側
T.P.＋20m

敷地側面北側
T.P.＋18m

敷地側面南側
T.P.＋18m

防潮堤設置イメージ

③鋼管杭鉄筋
コンクリート防潮壁

③鋼管杭鉄筋
コンクリート防潮壁

放水口

●地上部から敷地への津波の流入を防止するため，敷地を取り囲む形で防潮堤を設置
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防潮堤高さに対する津波高さの関係（敷地前面東側の場合）

▼許容津波高さT.P.＋20m

T.P.＋17.9m

T.P.＋17.7m

潮位の
ばらつき
を考慮
（＋0.18m）注

最も高い津波高さに
対する防潮堤高さの
裕度 （＋2.1m）

基準津波

６．基準津波に対する対策（4／15）

防潮堤高さ

②入力津波

高さ

T.P.＋17.1m

地盤沈下
の有無や，
防波堤の
有無を考慮
（＋0.6m）注

高潮による増分＊

（＋0.65m）

＊ 基準津波（年超過確率10－４

程度）と高潮（再現期間100
年の期待値）の重畳の可能
性は極めて低いが，万一，
津波と高潮が重畳した場合
でも，高潮による津波高さ
の増分（＋0.65m）が防潮堤
高さの裕度内に十分収まる
ことを確認している。注

▼入力津波の高さ

①津波高さ

数値ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ
▼基準津波高さ

注 詳細については補足説明資料参照
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止水ジョイント部イメージ

止水ジョイント部

①外郭防護１：鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁の構造概要

６. 基準津波に対する対策（5／15）

約60m

約25m

：岩着支持杭

防潮堤基礎形式

：地中連続壁（岩着）

：岩着支持杭

約25m

●鋼管杭を地震・津波荷重に耐える構造躯体とし，杭管から津波の浸水を防止する観点で鉄筋コンクリートを被覆
する上部構造とした。

●支持形式については，岩盤に支持させる岩着支持杭形式とする。

●防潮壁間には，地震時や津波時の変形量に追随し，津波の浸水を防止する止水ジョイントを設置する。
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６. 基準津波に対する対策（6／15）

・防潮堤の設計条件について

①敷地の液状化の発生を前提とした設計

⇒東海第二発電所の既往の地盤調査データに基づく評価結果からは，防潮堤等の設
置場所の地盤は液状化しないことを確認している＊ 。

＊液状化検討対象層の過剰間隙水圧比が95％以下（⇒液状化しない判定）であることを確認

⇒しかし，防潮堤の基本設計に際しては，保守的に，対象地盤のうち全ての砂層・
礫層に強制的に液状化する条件＊を与え，その条件下でも防潮堤の岩着支持杭が
成立することを確認している。

＊敷地に存在しない非常に液状化し易い性状の「豊浦標準砂」の液状化強度特性を対象の砂層・礫層に仮定

②津波による洗掘防止の対策

⇒防潮堤外の表層地盤をセメント改良することで，津波荷重よりも強度の高い地盤とし，
洗掘防止対策とする。

③防潮堤の津波に対する耐力

⇒基準津波（防潮堤前面T.P.＋17.1m）の津波波力に加えて，敷地に遡上する津波（防潮
堤前面T.P.＋24m）の津波波力（浸水深の3倍相当）に対しても，概ね弾性範囲内に留ま
るよう設計する。

⇒津波と同時に防潮堤に作用する漂流物については，到達する可能性のあるもののうち
最も重量が大きい漁船（総トン数5t）を衝突荷重において考慮する。
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●主要仕様
➢主要材料

・基 礎 ： 鉄筋コンクリート製
・扉 体 ： 鋼 製
・台 数 ： ３台（各放水路1台）

➢駆動方式 ： 電動駆動式，自重降下式

●設計方針
➢放水路ゲートは，敷地への遡上のおそれのある津波の襲来前に

遠隔閉止を確実に実施するため，重要安全施設（ＭＳ－１）として設計する。
➢重要安全施設として，設置許可基準規則第１２条に基づき，多重性又は多様性及び独立性を確保し，

外部電源が利用できない場合においても機能できる設計とする。（「電動駆動式」及び「自重降下式」）
➢放水路ゲートが閉止している状態においても，非常用海水ポンプの運転が可能な設計とする。
➢また，誤操作を防止し，確実な操作が可能な設計とする。

放水路ゲート設置エリア 放水路ゲート概略構造図 （閉止状態）

放水口

防潮堤

放水路

プラント排水
タービン復水器
の冷却水等

津波

放水路ゲート
設置エリア

①外郭防護１：放水路ゲートの設置

取水口

６．基準津波に対する対策（7／15）

●津波が放水路を経由し，放水ピットの開口部から敷地内に流入することを防止するため，放水路ゲートを設置

放水ピット（開口部） 放水路ゲート
通常時 開
津波時 閉

放水路ゲート閉止による津波流入防止イメージ

放水路
ゲート

扉体
小扉

（フラップ式）

開閉装置

拡大図
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６．基準津波に対する対策（8／15）

①外郭防護１：ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットの開口部への浸水防止蓋の設置

浸水防止蓋

水密ゴム

ヒンジ抑えボルト

●地下部の海水引き込み経路より津波が敷地内に流入することを防止するため，ＳＡ用海水ピット及び緊急用海水ポンプピットの開口部
に浸水防止蓋を設置

ＳＡ用海水ピット配置図 浸水防止蓋構造概要図

●防潮堤下部を貫通し，海に繋がる構内排水路から津波が敷地内に流入することを防止するため，構内排水路に逆流防止設備を設置

①外郭防護１：構内排水路逆流防止設備の設置

天端T.P.
－2.2m.

ＳＡ用海水ピット取水塔～緊急用海水ポンプピット断面図

構内排水路からの流入防止対策イメージ

取水口

：構内排水路及び逆流防止設備（合計９個）

補助桁

戸当たり

水密ゴム

ｽｷﾝﾌﾟﾚｰﾄ

海側拡大図

逆流防止設備は逆止弁構造であり，
陸側から海側への通水時のみ弁が開
く。通常時は構内への降水等を海に排
出する。津波時は自動的に閉止し，構
内への流入を防止する。

陸側

防潮堤
（天端T.P.＋20m）

SA用
海水ピット

取水塔
SA用海水

ピット

海水引込み管（約150m）

岩盤

陸域 海域

緊急用海水ポンプ
ピット

T.P.＋8m開口部
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津波襲来時の運用対策について

６．基準津波に対する対策（9／15）

放水路ゲート閉止
操作（遠隔操作）

放水路ゲート
閉止完了・確認

放水路ゲート
閉止完了・確認

・駆動電源がない場合
「自重降下式」で閉止操作

・駆動電源がある場合
「電動駆動式」で閉止操作

警報発令
有りの場合

警報発令
無しの場合

～5分間

～3分間

～9分間

約22分間

・基準津波の発生
から発電所到達
までは30分間以
上を要する。

・これに対して放水
路ゲートは最長
でも22分間で閉
止可能であり，津
波到達までに十
分に対応が可能。

約14分間

津波発生から各対応操作までの累積時間

地震・津波発生

津波情報の入手

大津波警報発令
（太平洋側）

・原子炉スクラム停止操作
・循環水ポンプ停止／

出口弁閉止操作

～12分間
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②外郭防護２：漏水による浸水範囲を限定し重要な安全機能への影響を防止

外郭防護１で示したとおり，特定した取水路，放水路等の津波の流入の可能性のある経路に対し，浸水対策を講じることにより，津波の
流入防止は可能と考える。
しかし，重要な安全機能を有する非常用海水ポンプの設置されている海水ポンプ室は，津波の直接の流入経路となる海水ポンプグラン
ドドレン排出口が存在するため，漏水が継続することによる浸水想定範囲を設定し，防水区画化する。

【評価条件】
防水区画化に設定した海水ポンプ室の非常用海水ポンプグランドドレン
排出口逆止弁からの漏水を想定した浸水量評価の条件

・流入高さ ：グランドドレン配管下端 T.P.＋1.64m

（配管下端レベルの低い非常用ディーゼル発電機用海水ポンプを選定）

・ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾄﾞﾚﾝ排出口逆止弁漏水条件 ：完全開固着を想定

・海水ポンプ室有効区画面積 ：北側36.5m２，南側94.6m２

・機能喪失高さ：モータ下端高さ ：T.P.＋2.2m･･･①

・海水ポンプ室床面高さ ：T.P.＋0.8m･･･②

・許容浸水深さ ：1.4m・・・・・・・・①－②

海水ポンプ室配置図（防水区画化範囲）

グランドドレン配管

非常用海水
ポンプグランド部

非常用ディーゼル発電機用海水ポンプの浸水量評価

グランドドレン排出口

逆止弁（開固着想定）

グランドドレン配管下端 T.P.+1.64m
（流入高さ）

②海水ポンプ室
床面高さ T.P.+0.8m

①モータ下端高さ T.P.+2.2m
（機能喪失高さ）

６．基準津波に対する対策（10／15）

許容浸水
深さ1.4m

津波の流入を仮定
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取水ピットにおける上昇側水位の時刻歴波形

他補機へ供給

ポンプ据付面
▽ T.P.＋0.8m

端子台位置
▽ T.P.＋2.4m

▽ T.P.＋2.2m
モータ下端

▽ T.P.＋0.7m

電源（モーターコントロールセンター）

制御保護
回路

遮断器

制御保護
回路

遮断器

制御保護
回路

遮断器

電源ケーブル

モータ本体

＜原子炉建屋＞ ＜海水ポンプ室＞

非常用海水ポンプの位置関係図（非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ）

漏水量評価結果概要
グランドドレン配管下端高さ：T.P.＋1.64m（漏水レベル）

海水ポンプ室床レベル：T.P.＋0.8m

項 目 海水ポンプ室（北側） 海水ポンプ室（南側）

①漏水量 １２．９ｍ３ １２．９ｍ３

②有効区画面積 ３６．５ｍ２ ９４．６ｍ２

③浸水深さ（①／②） ０．３６ｍ ０．１４ｍ

④浸水高さ T.P.＋１．１６ｍ T.P.＋０．９４ｍ

⑤機能喪失高さ T.P.＋２．２ｍ（モータ下端高さ）

⑥裕度（⑤－④） １．０４ｍ １．２６ｍ

評価結果 ○（機能喪失高さ未満） ○（機能喪失高さ未満）

②外郭防護２：評価方法及び評価結果

◆ 取水ピットにおける上昇側の入力津波の時刻歴波形から，水位がグランドドレン配管下端レベルを上回る継続時間を保守的に設定した
上で，海水ポンプ室への漏水量及び浸水高さを算出し，許容浸水高さと比較する。
海水ポンプグランドドレン排出口逆止弁からの漏水量を評価した結果，海水ポンプ室内の浸水高さは40cm以下に留まり，海水ポンプの
機能喪失高さに対して1m以上の十分な余裕があることを確認した。

６．基準津波に対する対策（11／15）

海水ポンプ室内の浸水深さは最高
0.36mで，海水ポンプのモータ下端
まで1m以上の余裕を確保
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屋外タンク等

主復
水器

循環水/補機冷却用
海水ﾎﾟﾝﾌﾟ

タービン建屋

基準津波高さ
T.P.+17.1m

（敷地前面東側）

原子炉建屋

DGSW/RHRSﾎﾟﾝﾌﾟ

循環水配管

防潮堤
敷地高さ
TP＋8.00m

③屋外タンク等の破損に伴う
敷地浸水・トレンチへの流入等

逆止弁
④排水ポンプ停止に

伴う地下水位上昇
①循環水系伸縮継手破損

に伴う系外漏洩
②循環水系伸縮継手破損

に伴う浸水

浸水防止蓋

海水ポンプ
エリア

①循環水系伸縮継手破損に伴う系外漏洩
◆溢水量評価

・ 破損部からの流入（※）と耐震Ｂ，Ｃクラス機器の破損による溢水を考慮
※漏洩検知器による循環水ポンプ停止と隔離弁閉インターロックを設ける。ポンプ停止までの流入量を浸水量評価により算定。

⇒タービン建屋の地下部に貯留可能であり，他区画への流出がないことを確認。
約20,910m３（地震起因による溢水量）＜約26,699m３（タービン建屋の溢水を貯留できる空間容積）

項目 溢水量（㎥）

循環水系配管の
伸縮継手部

地震発生から漏洩検知インターロック
による循環水ポンプ停止および復水器

水室出入口弁の閉止までの溢水量
約11,900

耐震Ｂ，Ｃクラス機器の保有水量 約9,010

合計 約20,910

地震起因による溢水量

タービン建屋階層 空間容積（㎥）

T.P.-4.00～T.P.－1.60m 約2,784

T.P.-1.60～T.P. +5.50m 約17,326

T.P.+5.50～T.P. +8.20m 約6,589

合計 約26,699

タービン建屋の溢水を貯留できる空間容積

貫通部止水対策は，裕度を見込みT.P.+8.2mまで実施

③内郭防護：屋内の溢水への対応

使用済燃料乾式
貯蔵建屋

６．基準津波に対する対策（12／15）
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②循環水系伸縮継手破損に伴う浸水
◆溢水量評価

・ 破損部からの海水の流入（※）を考慮
※漏洩検知器による循環水ポンプ停止と隔離弁閉インターロックを設ける。ポンプ停止までの流入量を浸水量評価により算定。

⇒循環水ポンプエリア内で貯留可能であり，他区画への流出がないことを確認。

循環水ポンプ出口弁

伸縮継手

循環水系伸縮継手をゴム製伸縮継手からメカニカル式クローザージョイントに取替実施
⇒現状の伸縮継手からのリング破損による溢水量を大幅に低減

循環水ポンプ出口弁と伸縮継手配置変更
⇒流入を遮断し津波浸水を防ぐ

循環水ポンプ側

貫通部止水対策は，海水ポンプ室の浸水防護重点化範囲を全て実施

③屋外タンク等の損傷に伴う保有水流出
◆溢水量評価

・ 溢水伝播挙動解析により，浸水防護重点化範囲の境界における浸水水位を評価

原子炉建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋等について， 防護対象設備への溢水影響がないことを確認。

④排水ポンプ停止に伴う地
下水位上昇
◆溢水量評価

・保守的に地下部がすべ
て浸水すると想定しても
影響なし

浸水水位

地下部には止水処置を実施
しており，防護区画内に浸水

することはない
水位測定箇所 水位測定箇所における浸水深

浸水水位(T.P.＋m)

8.0m(敷地地下部)

６．基準津波に対する対策（13／15）

③内郭防護：屋外の溢水への対応
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６．基準津波に対する対策（14／15）

取水口

カーテンウォール

貯留堰

スクリーン

図3 貯留堰の設置イメージ

④水位低下による安全機能への影響防止：貯留堰の設置

●引き波による取水ピット水位の低下に対して，非常用海水ポンプの取水性を保持することを目的に取水口前面に貯留堰を設置

➢ ① 非常用海水ポンプの取水可能水位 ：T.P.－5.66m （残留熱除去系海水ポンプ）

➢ ② 引き波による取水ピットの下降側水位 ：T.P.－5.64m，これに潮位のばらつきを考慮してT.P.－6.0mを入力津波高さとする。

➢ ③ 現状設備では①の水位を②の水位が下回るため，非常用海水ポンプの取水性を確保するため貯留堰を設置

⇒基準津波による引き波が貯留堰の天端高さを下回る時間は約3分間で

あるのに対して（図1），貯留堰により非常用海水ポンプ全７台が約30分

間以上運転継続可能な容量を確保することから（図2），

津波による水位低下時も非常用海水ポンプの運転継続性に問題はない。

図2 取水口～取水ピット断面図と貯留堰の有効貯留容量

図1 引き波の時刻歴波形と継続時間



2-2-24

➄津波監視：津波の襲来状況を監視するために津波監視設備を設置

・津波の襲来状況を監視するため，津波監視設備として，津波・構内監視カメラ，取水ピット水位計，潮位計を設置する。

・津波監視設備は，中央制御室及び緊急時対策所に設置し，昼夜にわたり監視可能な設計とする。

津波・構内監視カメラ配置図

津波監視設備の基本仕様

項目 基本仕様

名称
津波・構内監視

カメラ

耐震クラス Ｓ

設置場所
原子炉建屋屋上
防潮堤上部

監視場所
中央制御室

緊急時対策所

個数 ７

夜間監視手段 赤外線

遠隔操作 可能（上下左右）

電源 所内常設直流電源

項目 基本仕様

名称 取水ピット水位計 潮位計

耐震クラス Ｓ Ｓ

設置場所 取水ピット 取水路

監視場所
中央制御室

緊急時対策所
中央制御室

緊急時対策所

個数 ２ ２

計測範囲
T.P.－7.8m

～T.P.＋2.3m
T.P.－5.0m

～T.P.＋20.0m

検出器の種類 電波式 圧力式

電源 所内常設直流電源 所内常設直流電源

海水ポンプエリア周辺拡大図

取水ピット
水位計

カーテン
ウォール

取水口

潮位計

＜津波・構内監視カメラの設置台数＞

・防潮堤外側の漂流物や堆積物，
取水口・放水口，防潮堤等の施設，
防潮堤内の敷地の状況が監視可
能なよう，原子炉建屋屋上に3台，
防潮堤上部に4台，合計7台設置

・これらのカメラにより発電所内及
び周辺のほぼ全域を監視可能

・上記の手段に加えて，さらに自主
対策として，ドローンによる構内の
監視手段も導入する。

６．基準津波に対する対策（15／15）

：津波・構内監視カメラ
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７．敷地に遡上する津波に対する対策（1／8）

東海第二発電所 敷地に遡上する津波に対する防護対象施設と津波流入箇所

：敷地に遡上する津波に対する防護対象施設

：地下部からの津波の流入経路

② 防潮堤を超え敷地に遡上する津波が襲来した場合

（重大事故対策及びそれらへの津波対策（水密化対策等）実施後）

⇒代替の電源，注水ポンプ，海水系，電源車，ポンプ車等が活用可能
となり，原子炉の冷却等の機能が確保できる。

T.P.＋20m以上

原子炉

建屋タービン

建屋

海水

ポンプ室T.P.＋11m
T.P.＋8m T.P.＋3m

防潮堤
T.P.＋20m以上

原子炉

建屋

T.P.＋11m T.P.＋8m

防潮堤

① 防潮堤を超え敷地に遡上する津波が襲来した場合
（対策実施前）

⇒非常用海水ポンプの冠水による機能喪失，原子炉建屋内への浸水による
複数機器の機能喪失等が発生し，炉心損傷等の発生の恐れがある。

①敷地に遡上する
津波への対策前

②敷地に遡上する
津波への対策後 常設低圧代替注水系，

緊急用海水系等
常設代替高圧電源装置等

可搬型重大事故
対処設備保管場所等

津波が遡上する範囲の
ＳＡ設備を水密化，原子
炉建屋の水密化対策

津波が到達しな
い範囲にＳＡ設
備を設置

防潮堤を上回る津波によ
り敷地内に津波が遡上

津波対策
軽油貯蔵
タンク
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津波高さT.P.＋22m以上で年
超過確率は10－６を下回り，
T.P.＋24m津波では約3×10
－７まで低下する。

敷地に遡上する津波による敷地の最大浸水深分布

23.45
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防潮堤前面における敷地遡上津波の高さ

基準津波を超え敷地に遡上する津波の高さとしては，
年超過確率が十分小さくなるT.P.＋24m（防潮堤前面）
までの津波高さを想定し，津波遡上解析を実施した。

７．敷地に遡上する津波に対する対策（2／8）

平均津波ハザード曲線

※津波高さ（T.P.＋24m）は，仮想的に防潮堤位置に無限鉛直壁を設定
した場合の防潮堤前面の最高水位（駆け上がり高さ）を示す

※想定する津波高さをT.P.＋24mまでとした設定根拠については，
補足説明資料参照
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①緊急用海水ポンプピット
＜津波が遡上する敷地にある設備＞
a.緊急用海水ポンプ点検用開口部
b.緊急用海水ポンプ人員用開口部

＜津波の流入経路【地下部】＞
・緊急用海水ポンプピット点検用開口部
・緊急用海水ポンプグランドドレン排出口
・緊急用海水ポンプ室床ドレン排出口

②常設低圧代替注水系格納槽
a.可搬型ポンプ用開口部
b.点検用開口部

③格納容器圧力逃がし装置格納槽
・点検用開口部水密ハッチ

浸水深約1m
（T.P.＋9.0m)

防潮堤
（機能維持）

非常用海水ポンプ
（機能喪失）

敷地高さ

T.P.＋8m

⑤原子炉建屋
・水密扉の設置
・貫通部止水処置
・接続口（西側,東側）

屋外配管
(溢水)

：浸水防護重点化範囲

④常設代替高圧電源装置用カルバート
・原子炉建屋側開口部水密扉

➎可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側）
➏可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）

敷地高さT.P.＋11m
津波は到達しない

常設代替高圧電源装置用
カルバート

➊常設代替高圧電源装置置場
➋西側淡水貯水設備
➌高所接続口（西側・東側）
❹軽油貯蔵タンク（地下式）

屋外ﾀﾝｸ
(溢水)

➐緊急時
対策所

敷地に遡上する津波に対する防護対象施設の配置図（断面図）

７．敷地に遡上する津波に対する対策（3／8）

【敷地に遡上する津波の到達範囲に応じて防護対象施設の防護方策を策定】

配置区分 高さ 対策方針 対象設備
1．津波が遡上する敷地にある設備 T.P.＋8m 浸水防止蓋，水密ハッチ，水密扉の設置等 図の①～➄

2．遡上する津波より高所にある設備 T.P.＋11m～ 高所配置による津波の到達防止 図の➊～➐

3．津波の流入経路【地下部】 T.P.＋8m以下 浸水防止蓋，逆止弁の設置等 図の①【地下部】

1. 津波が遡上
する範囲は，
水密化対策に
よりＳＡ設備
の機能維持を
図る。

2. 高所配置により津波の
到達防止を図る。

3. 地下部の流入経路
への水密化対策

敷地に遡上する津波の襲来時，防潮堤高さを上回る津波が敷地
内に流入し，非常用海水ポンプは冠水して機能喪失し，原子炉
建屋等の敷地高さ（T.P.＋8m）に約1mの津波浸水が発生する。
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敷地に遡上する津波に対する対応方針

敷地に遡上する津波の襲来時は，敷地内への浸水により屋外作業が制限され
ることを踏まえ，重大事故等対処設備の対応方針について以下のとおりとする。

①津波防護を考慮した常設設備による対応を基本とする。

屋外作業を要さずに最終ヒートシンクへ熱を輸送するための常設設備として，
緊急用海水系を設置し，これらの設備を敷地に遡上する津波に対して防護す
る。

②可搬型重大事故等対処設備による対応も可能とする。

不測の事態により，上記の常設設備が一定期間は使用できない場合も想定
し，可搬型設備による対応を確実にするため，津波の影響がない高所に注水
用の接続口及び水源を設置する。

７. 敷地に遡上する津波に対する対策（4／8）

＊漂流物の考慮：敷地に遡上する津波では，敷地内に津波が流入することから（原子炉
建屋付近の浸水深さ1m），敷地内の漂流物として，車両（1.5t）を遡上
範囲の重大事故等対処施設に対する衝突荷重において考慮する。
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ＥＬ＋０ｍ

ＥＬ＋８ｍ
（地表）

原子炉建屋
（廃棄物
処理棟）

水密ハッチ

ＳＡ用海水ピット

取水トンネル（岩盤内）

残留熱除去系
海水系配管へ
接続

緊急用海水系
ポンプ及びモータ

ポンプピット
（地下格納構造）

防潮堤

①津波防護を考慮した常設設備による対応

緊急用海水系の配置による対応

７．敷地に遡上する津波に対する対策（5／8）

東海港

取水口

SA用海水ピット
取水塔

SA用海水ピット

海水引込管

緊急用海水取水管
・岩盤（久米層）内

T.P.－20m付近
・長さ：約170m

緊急用海水
ポンプピット

＜配置場所＞
原子炉建屋東側
・ポンプピット（緊急用海水系ポンプを含む）を
建屋近傍に設置

・ポンプピットは，SA用海水ピットと取水トンネ
ル（岩盤内設置）により接続し，海水を供給

＜ポンプピット構造＞
・地下格納槽構造とし，敷地に遡上する津波漂
流物等から防護

・ポンプ排熱のため，海水ポンプエリアに空調
機を設置

・海水ポンプ室への津波の流入を防止するため，
流入経路に対して浸水防護対策を実施

空調機
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緊急用海水系の系統概略図

＜その他＞
・残留熱除去系海水系Ａ系又はＢ系と，代替燃料プール冷却

系への同時供給が可能
・常設代替交流電源設備より給電
・中央制御室からの操作スイッチによる遠隔手動操作

＜系統構成＞
①残留熱除去系海水系機能喪
失時の代替海水供給機能

可搬型設備と同様に，残留熱除去
系海水系機能喪失時に崩壊熱等を
最終ヒートシンクへ移送する機能

②代替燃料プール冷却系（熱交
換器）への海水供給機能

新設する代替燃料プール冷却系
への冷却海水供給機能

【緊急用海水系の機能】

＜容量＞
・敷地に遡上する津波の発生

時に格納容器ベントを行わ
ず，除熱可能な容量を確保

・既設燃料プール冷却浄化系
と同等の除熱容量を確保

残留熱除去系
海水系（Ａトレイン）

残留熱除去系
海水系（Ｂトレイン）

RHR(A)Hx

RHR(B)Hx

代替燃料プール
冷却系Hx（新設）

緊急用海水
ポンプ

予備機

Ｐ

Ｐ

放水口

Ｍ

Ｍ

Ｍ

（原子炉棟）

（廃棄物処理棟）

（ポンプピット）

（新設範囲）

７．敷地に遡上する津波に対する対策（6／8）

①津波防護を考慮した常設設備による対応

第5回ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ説明資料再掲
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７．敷地に遡上する津波に対する対策（7／8）

②可搬型重大事故等対処設備による対応

アクセスルートと高所の淡水源，接続口及び注水配管の設置

西側淡水貯水設備及び取水箇所

敷地に遡上する津波が到達しない
高所（T.P.＋11m）の地下に淡水源を設置

敷地に遡上する津波が到達しない高所（T.P.＋11m）にて，可搬型
重大事故対処設備（ポンプ車）により水を汲み上げ，高所の接続
口と地下トンネル内の注水配管を経由して原子炉等に注水可能

• 敷地に遡上する津波の影響を受けない常設代替高圧電源装置置場（T.P.＋11m）の地下に西側淡水貯水設備を設置し，

またT.P.＋11mの高さの高所接続口を東西に複数設置

• 可搬型重大事故等対処設備（可搬型代替注水中型ポンプ）を用いて，西側淡水貯水設備の水を汲み上げ高所接続口か

ら地下トンネル内に敷設する注水配管を経由し原子炉等に注水することで，津波の影響を受けない高所にて対応作業が

可能
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概略系統図

7日間の使用量：2,130m3

保有水量 ：4,300m3

7日間の消費燃料 ：約12.0kL
可搬型設備用軽油タンク：約210kL

7日間の消費燃料：約352.8kL
軽油貯蔵タンク ：約800kL

津波浸水による最終ヒートシンク喪失への対応

津波浸水により
機能喪失

７．敷地に遡上する津波に対する対策（8／8）

②可搬型重大事故等対処設備による対応
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８．まとめ

○基準津波に対する対策

・決定論的手法に基づき，発電所の供用期間中に発電所の安全施設に大きな影響を及ぼす恐
れがある津波（基準津波T.P.＋17.1m）に対して，発電所の防護を行う。

・発電所に設置する防潮堤（高さT.P.＋20m）や，すべての流入経路に対して浸水防止対策を図る
ことで，基準津波を敷地に流入させず，発電所の安全施設の機能を維持する。

・漏水による浸水を想定した場合でも，漏水量は限定され非常用海水ポンプの機能は維持できる
。敷地内の溢水に対しても安全性は損なわれない。引き波による海水面の低下時においても，
非常用海水ポンプの取水性は保持できる。また，津波の襲来状況を監視する監視カメラや水位
計等を設置する。

○敷地に遡上する津波に対する対策

・確率論的評価を用いた津波ＰＲＡ結果に基づき，基準津波を上回り，防潮堤高さ（T.P.＋20m）を
超える津波（T.P.＋24m（無限鉛直壁））に対して発電所の防護を行う。

・防潮堤を超えて敷地に遡上する津波に対して，原子炉建屋の外壁や重大事故等対処設備等に
水密対策を施すことで，重大事故対処設備を活用して原子炉等の冷却を可能とする。

・津波防護を考慮した常設の重大事故対処設備による対応として，屋外作業を要さずに最終ヒー
トシンクへ熱を輸送できる常設設備として，緊急用海水系を設置し，これらの設備を敷地に遡上
する津波に対して防護する。

・さらに，不測の事態により，上記の常設設備が一定期間は使用できない場合も想定し，可搬型
設備による対応を確実にするため，津波の影響がない高所に注水用の接続口及び水源を設置
する。
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（補足説明資料 津波対策（耐津波設計）について）
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国土地理院発行 ２０万分の１地勢図「水戸」に加筆

• 東京の北方約130km，水戸市の北東約15kmの地点で
太平洋に面して位置する。

• 東海第二発電所の敷地の広さは約75万m２。
• 東海第二発電所の原子炉建屋等の設置位置は

T.P.＋8mである。
• 防潮堤 高さ T.P.+18m～T.P.+20m

１．津波評価のあらまし （東海第二発電所 位置図）
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津波発生
要因の選定

（対象津波の選定）

津波評価
（計算）

基準津波の選定

最新の知見等を踏まえ，
次の要因について検討し，
対象津波を選定

①プレート間地震
②海洋プレート内地震
③海域の活断層による地殻内地震
④陸上及び海底での地すべり，斜面崩壊
⑤火山現象

不確かさを考慮した
数値シミュレーションを実施

発電所に与える影響が最も大きい津波を
基準津波として選定

津波対策（耐津波設計）

敷地に影響を及ぼす対象津波を選定するため，
（概略，詳細）数値シミュレーション及び簡易予測
式により評価
①プレート間地震※1

最大水位上昇量： +16.08m（防潮堤前面）
最大水位下降量： -5.47m（取水口前面）

➁海洋プレート内地震※2

最大水位上昇量： +6.44m（防潮堤前面）
最大水位下降量： -4.19m（取水口前面）

③海域の活断層による地殻内地震※3

最大水位上昇量： 1.8m（防潮堤前面）
最大水位下降量： （影響は少ないと評価）

④陸上及び海底での地すべり，斜面崩壊
敷地へ影響を与える地すべり等による
津波はない。

⑤火山現象
敷地へ影響を与える火山現象による
津波はない。

※1 詳細評価の結果
※2 概略評価の結果
※3  簡易予測式による評価の結果

基準津波の選定（①プレート間地震）

最高水位※4 ： T.P.＋17.1m （防潮堤前面）

最低水位※4 ： T.P. －4.9m （取水口前面）

※4 申請時から防潮堤の設置ルート等を変更したモデルにおける評価水位

１．津波評価のあらまし （津波評価の流れ）
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⑤火山現象
➂海域の活断層

による地殻内地震
④陸上及び海底での

地すべり，斜面崩壊

文献調査
地球物理学的調査等

文献調査
変動地形学的調査等

文献調査

【地震に起因する津波】 【地震以外に起因する津波】

①プレート間地震 ②海洋プレート内地震

文献調査

数値シミュレーション

津波水位

文献調査

波源モデルの設定波源モデルの設定波源モデルの設定

数値シミュレーション 簡易予測式

津波水位

敷地前面海域の活断層に想
定する津波波源
• F1断層～北方陸域の断層～

塩ノ平地震断層の同時活動
• F3断層～F4断層の同時活動
• F8断層
• F11断層
• F16断層 敷地へ影響を与える

火山現象
による津波はない

敷地へ影響を与える
地すべり等
による津波はない

三陸沖北部から房
総沖の海溝寄りに
想定する正断層型
の津波波源

• 東北地方太平洋
沖型の津波波源

• 茨城県沖から房
総沖に想定する津
波波源

津波水位

①プレート間地震 「茨城県沖から房総沖」で発生する津波が発電所に最も大きな影響を与える。

②海洋プレート内地震
プレート間地震による津波の最大高さを上回る津波はない。

③海域の活断層による地殻内地震

④地すべりや斜面崩壊
敷地へ影響を与える地すべり，火山現象等による津波はない。

⑤火山現象

「① プレート間地震」を選定

津波発生
要因の選定

（対象津波の選定）

津波評価
（計算）

基準津波の選定

１．津波評価のあらまし （津波評価の流れ）



2-2-39

【地震に起因する津波】 【地震以外に起因する津波】

①プレート間地震
②海洋プレート内地震

③海域の活断層による地殻内地震

①プレート間地震

大陸プレートが海洋プレートに引きずられて変形するうちに，境界面が
支えきれなくなって大陸プレートが跳ね返り，地震が発生します。

②海洋プレート内地震

海洋プレートが大陸プレートの下に沈み込んでいくうちに，内部でひず
みが蓄積され，それが解放されるときに地震が発生します。

③海域の活断層による地殻内地震

大陸プレートが海洋プレートから押され続けているうちに，内部でひず
みが蓄積され，それが解放されるときに地震が発生します。

図版出典
Sheila B.Reed:Natural and Human-Made Hazards

:Mitigation and Management Issue
Wildeerness Medicine 2001:1630p

④陸上及び海底での地すべり，斜面崩壊

⑤火山現象

１．津波評価のあらまし （津波のイメージ）
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過去に発生した地震規模M8以上（国外においてはM9クラス）の津波の中で，敷地に比較的大きな影響を及ぼしたと
考えられる既往津波は，日本海溝沿いで発生したプレート間による津波である。

1677年延宝房総沖地震津波：茨城県那珂湊（現ひたちなか市）： 4.5～5.5m
2011年東北地方太平洋沖地震津波（東海第二発電所）： 概ね5～6m（最大6.5m）

領域 名称
地震規模

文献調査結果
Mj Mw

近
地
津
波

日本海溝

沿い

869年の津波
8.3

±1/4
－

敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

1611年の津波 ≒8.1 8.3
敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

1677年延宝房総沖地震津波 ≒8.0 8.2
茨城県那珂湊（現ひたちなか市）で
4.5～5.5m

1793年宮城県沖地震に伴う津波
8.0～
8.4

－
敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

1896年明治三陸地震津波 8・1/4 8.3
敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

2011年東北地方太平洋沖地震
津波

8.4 9.0 発電所で概ね5～6m（最大6.5 m）

千島海溝
沿い

1968年十勝沖地震に伴う津波 7.9 8.2
敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

17世紀初頭の地震（500年間隔
地震）に伴う津波

－ 8.8
敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

伊豆・小笠原
海溝沿い

1972年八丈島東方沖地震津波 7.2 Mt07.5
敷地付近への影響を示す津波の痕跡
はない。

遠
地
津
波

1700年カスケード地震津波 － 9.0
茨城県那珂湊（現ひたちなか市）で
約2m

1952年カムチャッカ地震津波 － 9.0 福島県沿岸で約0.5～1.5m

1960年チリ地震津波 － 9.5 茨城県久慈港で約2.3m

1964年アラスカ地震津波 － 9.2 小名浜で0.35m，銚子で0.36m

三陸沖から房総沖にかけての主な地震と主な震源域
（地震調査研究推進本部（2012）に加筆）

過去に発生した大規模な地震

１．津波評価のあらまし （地震に起因する津波 ①プレート間地震に起因する津波）
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【東北地方太平洋沖型の津波波源】 【茨城県沖に想定する津波波源】

東海第二発電所東海第二発電所

（地震調査研究推進本部(2012)に加筆）

大きなすべりが
生じる領域

波源領域

想定津波の設定方針
Ⅰ．

✓日本海溝沿いで生じた地震津波のうち，2011年東北地方太平洋沖地震は敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ，東北
地方太平洋沖型の津波波源を設定する。

✓東北地方太平洋沖型の津波波源で大きなすべりが生じる領域は，三陸沖中部から福島県沖及びその沖合の海溝軸付近の領域
とする。

Ⅱ．
✓日本海溝沿いで生じた地震津波のうち，1677年延宝房総沖地震は敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ，茨城県沖に

想定する津波波源を設定する。
✓茨城県沖に想定する津波波源については，2011年東北地方太平洋沖地震で大きなすべりが生じていない領域とする。なお，領域

の南限については，北米プレートとフィリピン海プレートの境界とする。

想定津波波源について
・過去に発生した津波
・2011年東北地方太平洋沖地震の知見 等を参考に設定

１．津波評価のあらまし （地震に起因する津波 ①プレート間地震に起因する津波）
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Mw=9.1

福島県沖

茨
城
県
沖

房総沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

三陸沖
中部

三陸沖北部

東海第二発電所

超大すべり域

大すべり域

背景領域

Mw=8.7

福島県沖

茨城県沖

房総沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

東海第二発電所

超大すべり域

大すべり域

背景領域

Mw=8.5

福島県沖

茨城県沖

房総沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

東海第二発電所

大すべり域

背景領域

東北地方太平洋沖型の津波波源

茨城県沖に
想定する津波波源

想定津波波源について
・過去に発生した津波
・2011年東北地方太平洋沖地震の知見 等を参考に設定

概略評価
大すべり域等の位置，形状の
不確かさ考慮

茨城県沖から房総沖に
想定する津波波源

概略評価
大すべり域等の位置，形状の
不確かさ考慮

保守的な設定
①津波波源の南限を

房総沖まで拡張
②超大すべり域を設定
➂大すべり域及び

超大すべり域の
すべり量を割り増し

保守的な設定
④大すべり域及び

超大すべり域が
プレート境界を
跨いだケースも

考慮

最大水位
上昇量

（防潮堤前面）
8.13 m

最大水位
下降量

（取水口前面）
-3.69 m

福島県沖

茨
城
県
沖

房総沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

三陸沖
中部

三陸沖北部

東海第二発電所

最大水位
上昇量

（防潮堤前面）
17.60 m

最大水位
下降量

（取水口前面）
-5.47 m

発電所での津波水位
変動量がより大きい

津波波源の選定

波源モデルの設定 数値シミュレーション

「茨城県沖から房総沖に
想定する津波波源」

を選定

１．津波評価のあらまし （地震に起因する津波 ①プレート間地震に起因する津波）
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発電所での津波水位変動量がより大きい津波波源として
プレート間地震に起因する津波

「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」を選定
茨城県沖～房総沖 Mw=8.7

詳細評価 不確かさの考慮
・破壊開始点 ：６ケース（①～⑥）
・破壊伝播速度 ：５ケース（1.0，1.5，2.0，2.5，3.0km/s）
・立ち上がり時間 ：２ケース（30，60秒）

①

④

⑤

⑥③

②

東海第二発電所

《 詳細評価の結果 》
最大水位上昇量（防潮堤前面） ： １５．９６ｍ※ （＋１６．０８m）
最大水位下降量（取水口前面） ： －４．５９m ※ （ －４．９７m ）

最高水位（防潮堤前面） ： Ｔ．Ｐ．＋１７．１ｍ※ （Ｔ．Ｐ．＋１７．２ｍ）
最低水位（取水口前面） ： Ｔ．Ｐ．－ ４．９ｍ※ （Ｔ．Ｐ．－５．３ｍ）

※ 申請時から設備形状（防潮堤の
線形形状の見直し等）を変更した
モデルにおける評価水位

T.P.±0m

最高水位（防潮堤前面）
T.P.＋17.1m

最高水位

茨城県沖から房総沖に想定する津波波源

１．津波評価のあらまし （地震に起因する津波 ①プレート間地震に起因する津波）
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津波の発生要因 津波評価結果（計算） 津波の影響評価結果

①プレート間地震※1 最大水位上昇量： ＋16.08m（防潮堤前面）
最大水位下降量： －4.97m（取水口前面）

「茨城県沖から房総沖」で発生
する津波が発電所に最も大き
な影響を与える。

②海洋プレート内地震※2 最大水位上昇量： ＋6.44m（防潮堤前面）
最大水位下降量： －4.19m（取水口前面）

プレート間地震による津波の
最大高さを上回る津波はない。

③海域の活断層による
地殻内地震※3

最大水位上昇量： ＋1.8m（防潮堤前面）
最大水位下降量： （影響は少ないと評価）

④地すべりや斜面崩壊 －

敷地へ影響を与える地すべり，
火山現象等による津波はない。

⑤火山現象 －

敷地に影響を及ぼす対象津波を選定するため，評価を実施

※1 詳細評価の結果
※2 概略評価の結果
※3 簡易予測式による評価の結果

① プレート間地震

を選定

１．津波評価のあらまし （津波評価 まとめ）
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項目 地震に起因する津波

地震種別
茨城県沖から房総沖に想定する

プレート間地震

最高水位（防潮堤前面）
T.P.+17.1m

（※T.P.+17.2m）

最低水位（取水口前面）
T.P.-4.9m

（※T.P.-5.3m）

「地震に起因する津波」と「地震以外に起因する津波」の評価結果を踏まえ，
発電所に与える影響が最も大きい津波は『茨城県沖から房総沖に想定するプレート間地震 Mw=8.7』である。

以上より 『茨城県沖から房総沖に想定するプレート間地震 Mw=8.7』 を 『基準津波』 とする。

※ 申請時の設備形状における評価水位

東海第二発電所

１．津波評価のあらまし （基準津波の選定）
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前提条件 ： 津波波源を茨城県沖に設定

設定条件① ： 津波波源の南限を房総沖まで拡張

設定条件② ： 超大すべり域を設定

設定条件③ ： 大すべり域及び超大すべり域のすべり量を割り増し

設定条件④ ： 大すべり域及び超大すべり域がプレート境界を

跨いだケースも考慮

以上を保守的に評価したことで，

津波評価（基準津波）は

最高水位（防潮堤前面）において，T.P.+17.1m と設定した。

１．津波評価のあらまし （原電がさらに保守的に設定した津波評価のまとめ）
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1．検討対象領域の選定 2．想定津波の設定に反映する知見の分析 4．特性化波源モデルの設定

【2011年東北地方太平洋沖地震
の特徴と関連する知見】

破壊領域
すべり
地震の発生メカニズム

• 既往津波から検討波源
領域を抽出

【検討波源領域】

• 日本海溝沿い※1

（三陸沖北部～房総沖）

波源領域：三陸沖北部～茨城県沖
Mw=9.1

【東北地方太平洋沖型の津波波源】

3．想定波源領域の設定

津波波源の設定 津波評価

大きなすべりが生じる
領域

福島県沖

茨
城
県
沖

房総沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

三陸沖
中部

三陸沖北部

東海第二発電所

超大すべり域

大すべり域

背景領域

【想定津波の設定方針】
Ⅰ．

日本海溝沿いで生じた地震
津波のうち，2011年東北地

方太平洋沖地震は敷地に比
較的大きな影響を及ぼした
ことを踏まえ，東北地方太平
洋沖型の津波波源を設定す
る。

東北地方太平洋沖型の津波
波源で大きなすべりが生じる
領域は，三陸沖中部から福
島県沖及びその沖合の海溝
軸付近の領域とする。

Ⅱ．

日本海溝沿いで生じた地震
津波のうち，1677年延宝房

総沖地震は敷地に比較的大
きな影響を及ぼしたことを踏
まえ，茨城県沖に想定する
津波波源を設定する。

茨城県沖に想定する津波波
源については，2011年東北

地方太平洋沖地震で大きな
すべりが生じていない領域と
する。なお，領域の南限につ
いては，北米プレートとフィリ
ピン海プレートの境界とする。

Ⅲ．2011年東北地方太平洋沖

地震で応力を解放した領域
では，東北地方太平洋沖型
の地震津波の発生確率は極
めて小さい。

※1：遠地津波（チリ地震等）及
び近地津波のうち千島海溝
沿い及び伊豆・小笠原海溝
沿いの領域については，既
往津波の記録，波源の位置
と伝播の指向性を考慮すると，
敷地への影響が小さく，影響
の大きい敷地前面の波源を
想定波源として検討した。

1677年延宝房総沖地震津波の波源は，茨城県沖か

ら房総沖に想定する津波波源（プレート間地震と津波
地震の連動型地震）に包含されている。

1896年明治三陸地震津波は，敷地への影響が小

さいと考えられる。また，当該津波の波源は，東北地
方太平洋沖型の津波波源（プレート間地震と津波地
震の連動型地震）に包含されている。

検討波源：茨城県沖～房総沖
Mw=8.7

【茨城県沖から房総沖に想定する津波波源】

福島県沖

茨城県沖

房総沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

東海第二発電所

超大すべり域

大すべり域

背景領域

保守的設定１．津波波源の南限を房
総沖まで拡張

保守的設定２．超大すべり域を設定
保守的設定３．大すべり域及び超大

すべり域のすべり量
を割り増し

【茨城県沖に想定する津波波源】

波源領域

特性化波源モデル

波源領域：茨城県沖～房総沖の一部
Mw=8.5

福島県沖

茨城県沖

房総沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

東海第二発電所

大すべり域

背景領域
茨城県沖に想定する津波波源については，固

着の程度が小さい領域に大きなすべりを生じる津
波波源を想定した。

波源領域の南限については，北米プレー
トとフィリピン海プレートの境界とする。
波源領域の北限については，茨城県沖と
福島県沖の境界とする。
プレート間地震と津波地震の連動型地震

を仮想的に考慮する。

（地震調査研究推進本部（2012））

波源領域の北限については，
すべり量が保守的な設定となる
ように，福島県沖の一部まで拡
張して設定した。

２．津波評価の概要 基準津波の選定 プレート間地震に起因する津波の波源設定（概要）
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5．特性化波源モデルの不確かさの考慮

津波評価

最高水位※2

（防潮堤前面）
T.P. +17.1 m

4．特性化波源モデルの設定

※2 
• 申請時から防潮堤の設置ルート等を変更し

たモデルにおける評価水位
• 潮位及び地殻変動量（2011年東北地方太平

洋沖地震に伴う地殻変動量も含む）を考慮

詳細パラメータスタディ

（破壊開始点，破壊伝播速度，立ち上がり時間の不確かさの
考慮）

①

④

⑤

⑥
③

②

東海第二発電所 最低水位※2

（取水口前面）
T.P. -4.9 m

破壊開始点：①～⑥
破壊伝播速度：1.0km/s,1.5km/s,2.0km/s,2.5km/s,3.0km/s
立ち上がり時間：30秒,60秒

保守的設定４．大すべり域及び超大すべり域
がプレート境界を跨いだケース
も考慮

発電所での津波水位変動量が
より大きい津波波源の選定

大すべり域，超大すべり域の
位置を約10km単位で移動

最大水位
上昇量

（防潮堤前面）
8.13 m ※1

最大水位
下降量

（取水口前面）
-3.69 m ※1

福島県沖

茨
城
県
沖

房総沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

三陸沖
中部

三陸沖北部

東海第二発電所

最大水位
上昇量

（防潮堤前面）
17.60 m ※1

最大水位
下降量

（取水口前面）
-5.47 m ※1

大すべり域，超大すべり域の
位置を約10km単位で移動

最大水位
上昇量

（防潮堤前面）
17.60 m ※1

最大水位
下降量

（取水口前面）
-5.47 m ※1

検討波源：茨城県沖～房総沖
Mw=8.7

福島県沖

茨城県沖

房総沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

東海第二発電所

概略パラメータスタディ

（大すべり域等の位置，形状の不確
かさの考慮）

波源領域：三陸沖北部～茨城県沖
Mw=9.1

福島県沖

茨
城
県
沖

房総沖

宮
城
県
沖

三
陸
沖
南
部

海
溝
寄
り

三陸沖
中部

三陸沖北部

東海第二発電所

超大すべり域

大すべり域

背景領域

検討波源：茨城県沖～房総沖
Mw=8.7

福島県沖

茨城県沖

房総沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

東海第二発電所

超大すべり域

大すべり域

背景領域

特性化波源モデル

※1 津波水位に大きな影響を与える大すべり域等の位置な
どの目安を得ること（検討ケースの序列決め）を目的とし
ている。

東海第二発電所

福島県沖

三
陸
沖
南
部海

溝
寄
り

三陸沖中部

宮城県沖

茨城県沖

房総沖

２．津波評価の概要 基準津波の選定 プレート間地震に起因する津波の波源設定（概要）
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【変更理由】
• 鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁周辺の表
層地盤については，地震時における地盤
の変形や津波による洗掘などに対して，
浸水防護をより確実なものとするため，
地盤改良の実施及びシートパイル等の設
置を行うこととした。

• 地盤改良等の実施に当たっては，「低レ
ベル放射性廃棄物埋設事業所廃棄物埋設
施設（Ｌ３事業所）」及び他事業所施設
の地下水流況に影響を及ぼす可能性を考
慮し，防潮堤の設置ルートを変更する。

T.P.-50m

T.P.-40m

T.P.-30m

T.P.-10m

T.P0m

T.P.-20m

低レベル放射性廃棄
物埋設事業所廃棄物
埋設施設（Ｌ３事業所）

第四系基底面等高線

新規設置ルート

取止め区間

新規ルート区間：約600m

３．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価 防潮堤の設置ルート見直し
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■ 最大水位上昇量分布
水位上昇量

0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

水位上昇量
0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

16.08m

15.96m

※ 潮位及び地殻変動量（2011年東北地方太平
洋沖地震に伴う地殻変動量も含む）を考慮

(T.P.+17.2m)※

(T.P.+17.1m)※

防潮堤設置ルート変更前 防潮堤設置ルート変更後

0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m

）   防潮堤前面防潮堤前面

15.96m（37.3分）

0

5

10

15

20

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

変
動

量
（
m

）

時間（分）

A-3 破壊伝播速度3.0km/s 破壊開始点⑥ 立ち上り時間30秒

16.08m（37.3分）

防潮堤前面

基準津波の水位への影響を評価した結果，最高水位位置が同じであり，上昇側の水位に有意な差がないこ
とを確認した。

■ 時刻歴波形

３．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価 評価結果の比較（水位上昇側）
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水位下降量
0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

水位下降量
0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

■ 最大水位下降量分布

防潮堤設置ルート変更前 防潮堤設置ルート変更後

■ 時刻歴波形

-10
-5
0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m

）   取水口前面取水口前面

-4.59m（96.8分）
-10
-5
0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240

水
位

変
動

量
（
m

）

時間（分）

A-5 破壊伝播速度1.0km/s 破壊開始点⑤ 立ち上り時間30秒 取水口前面 最小-4.97m(97分)

-4.97m（97.0分）

取水口前面

基準津波の水位への影響を評価した結果，下降側の水位に有意な差がないことを確認した。

３．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価 評価結果の比較（水位下降側）
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最大水位上昇量分布
（Ａ－３ ：南へ20km移動，破壊開始点⑥，破壊伝播速度3.0km/s，立ち上がり時間30秒）

防潮堤前面における水位時刻歴波形 取水口前面における水位時刻歴波形

水位上昇量
0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

水位下降量

0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)0 -1 -2 -3 -4 -5 -7 -9 -12 -16 -20 (m)

15.96m
(T.P.+17.1m)

最大水位下降量分布
（Ａ－５ ：南へ40km移動，破壊開始点⑤，破壊伝播速度1.0km/s，立ち上がり時間30秒）

0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m

）   防潮堤前面

15.96m（37.3分）

-10
-5
0
5

10
15
20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

変
動

量
（
m

）   取水口前面

-4.59m（96.8分）

取水口前面防潮堤前面

T.P.+17.1m

３．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価 防潮堤の設置ルート変更後の評価結果（防潮堤前面及び取水口前面）

基準津波の評価結果は以下の通り。

-4.59m
(T.P.-4.9m)
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東海第二発電所の鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁は，敷地北側において摩擦杭を計画していたが，これを岩着支持杭に変更

する。

これにより鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁は，十分な支持性能を有する岩盤に杭を介して設置することとなる。

また，鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁周りの表層付近の地盤においては，地震時における変形や津波による洗掘などに対し

て，浸水防護をより確実なものとするため，地盤改良の実施及びシートパイル等の設置を行う。

なお，地盤改良範囲等については，豊浦標準砂の液状化強度特性により強制的に液状化させることを仮定した保守的な条件

設定に基づいた有効応力解析結果をもとに決定する。
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0.0

10.0

20.0

30.0

T.P.(m)
40.0

-80.0

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

20.0

30.0

40.0

0.0

10.0

du
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7.84

m
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EW

No.1

EL+ 
7.81

m
TK.13EL+ 4.36m

TK.3
9

EL+ 
4.38

m

F4
EL+ 

4.66
m

H10-
1

EL+ 
7.76

m

TK39
-2(本

孔)

AcAc
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Ac

Ac

As
As

As

Ag1

fl

Km

Ac

Ag1

As
Ac

As

Ag2

du

Km

Ac

Ag2

Ag1

鋼管杭 φ2500
SKK490,t=40

As

As
Ac

Ag1

As

Ac
As

As

As

As

As

TP-36m

岩着支持杭とする

地盤改良の実施及びシ

ートパイル等の設置

【変更理由】

• 杭の基礎構造形式を摩擦杭から岩着支持杭に

変更することにより，より裕度が高い支持性

能が得られる。

• 表層付近の地盤改良等を行うことにより，地

震時における周辺地盤の変形に対する抑制効

果が得られる。また，津波時の洗掘や地中か

らの浸水防止効果が大きくなるとともに，杭

の発生曲げモーメントを抑え，全体として安

全裕度の高い構造となる。

地 質 構 成 表

地質時代 地質区分 記号 岩相 備考

砂丘層 du 砂

第　
　
　
　
　
　

四　
　
　
　
　
　

紀

完　
　

新　
　

世

更　
　

新　
　

世

第三紀鮮新世 久米層

段丘堆積層1

敷地全体に広く分布する。

敷地の基盤岩である。

砂礫

砂

粘土

砂礫

砂礫

シルト

ローム

砂礫

砂質泥岩

D1c-1

Km

Ag2

Ac

As

Ag1

D2c-3

D2g-3

D1g-1

沖積低地 久慈川

堆積層 堆積層

中位段丘

堆積層

久慈川が侵食した凹状の

敷地の南西部に分布し、

谷を埋めて分布する。

分布する。

いわゆる額田段丘面を

構成する。

D2s-3 砂

低位段丘

堆積層
段丘堆積層2

敷地南部に埋没段丘として

敷地全体に広く分布する。

砂礫D2g-2

D2c-2 シルト

シルト

lm

３．防潮堤の設置ルート変更に伴う評価 杭構造形式の変更（摩擦杭から岩着支持杭への変更）



2-2-54

N

-25m

-20m

-30m

-15m

-10m

-5m
＋25m

-25m

-20m

-30m

-15m

-10m
-5m

-35m

• 防潮堤前面において水位上昇量が最大となるケース並びに取水口前面において水位下降量が最大となるケースについて，港湾部（茨城港日
立港区及び茨城港常陸那珂港区を含む）の防波堤の効果がない場合について検討を行う。

• 検討に用いた地形データを以下に示す。

港湾部の防波堤効果無し 港湾部の防波堤効果有り

N

茨城港日立港区
茨城港常陸那珂港区

東海第二発電所

＋25m

-25m

-20m

-30m

-15m

-10m

-5m

＋25m

-25m

-20m

-30m

-15m

-10m
-5m

-35m

防波堤：+5.5m

＋5m

＋10m

＋10m

＋5m

-5m

-7m

-8m

-4m

-3m
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４．防波堤の有無が基準津波に与える影響 検討内容
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• 港湾部の防波堤の効果について，以下の通り検討を行う。
防潮堤前面において水位上昇量が最大※となる波源モデル（左図）

取水口前面において水位下降量が最大※となる波源モデル（右図）

• 大すべりの位置：Ａ－３
• 破壊開始点の位置：⑥
• 破壊伝播速度：3.0km/s
• 立ち上がり時間：30秒

• 大すべりの位置：Ａ－５
• 破壊開始点の位置：⑤
• 破壊伝播速度：1.0km/s
• 立ち上がり時間：30秒

水位上昇量最大時の波源モデル 水位下降量最大時の波源モデル

※青線は海溝軸

超大すべり域

大すべり域

背景領域

破壊開始点

①

②

③

④

⑤

⑥
※青線は海溝軸

超大すべり域

大すべり域

背景領域

破壊開始点

４．防波堤の有無が基準津波に与える影響 検討波源

※「①津波波源選定モデル」での評価結果
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15.96m（37.3分）

防潮堤前面

16.60m（37.5分）

防潮堤前面

16.60m

最大水位上昇量分布
（Ａ－３ ：南へ20km移動，破壊開始点⑥，破壊伝播速度3.0km/s，立ち上がり時間30秒）

15.96m

水位上昇量
0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

水位上昇量
0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)0 1 2 3 4 5 7 9 12 16 20 (m)

４．防波堤の有無が基準津波に与える影響 津波予測計算結果：最大水位上昇量分布



2-2-57

水位下降量
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（Ａ－５ ：南へ40km移動，破壊開始点⑤，破壊伝播速度1.0km/s，立ち上がり時間30秒）
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４．防波堤の有無が基準津波に与える影響 津波予測計算結果：最大水位下降量分布
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最大水位上昇量分布
（Ａ－３ ：南へ20km移動，破壊開始点⑥，破壊伝播速度3.0km/s，立ち上がり時間30秒）

水位上昇量 水位下降量
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最大水位下降量分布
（Ａ－５ ：南へ40km移動，破壊開始点⑤，破壊伝播速度1.0km/s，立ち上がり時間30秒）
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• 港湾部の防波堤の効果の有無の影響を評価した結果，水位に有意な差がないことを確認した。

名称 港湾部の防波堤効果無し 港湾部の防波堤効果有り

最大水位上昇量（防潮堤前面） 16.60m 15.96m

最大水位下降量（取水口前面） -4.59m -4.59m

【港湾部の防波堤効果無し】

４．防波堤の有無が基準津波に与える影響 津波予測計算結果
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５．入力津波の設定 地盤沈下の有無及び防波堤の有無の考慮（1／2）

入力津波の設定にあたり，以下のケースについて津波高さの数値シミュレーション（遡上解析）を実施

・地震による砂層及び砂礫層の液状化を仮定し，地盤面沈下の可能性を考慮して，「地盤沈下あり」と「地盤沈下なし」の場合を評価

・地震による発電所の防波堤及び近隣港湾施設の防波堤の損傷の可能性を考慮して，「防波堤あり」と「防波堤なし」の場合を評価

＊防潮堤ルート変更の前後で上昇側水位に有意な違いがないことから（ルート変更前の方が最高水位はわずかに高い） ，
安全側に防潮堤ルート変更前の条件で入力津波を設定

①「地盤沈下なし」，「防波堤あり」のケース ②「地盤沈下あり」，「防波堤あり」のケース
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５．入力津波の設定 地盤沈下の有無及び防波堤の有無の考慮（2／2）

各ケースで最も津波高さが高くなる結果は以下のとおり。これらの結果から入力津波を設定する。

・敷地側面北側 ： ③「地盤沈下なし」，「防波堤なし」のケースが最も高く，T.P.＋15.2m

・敷地前面東側 ： ③「地盤沈下なし」，「防波堤なし」のケースが最も高く，T.P.＋17.7m

・敷地側面南側 ： ④「地盤沈下あり」，「防波堤なし」のケースが最も高く，T.P.＋16.6m

③「地盤沈下なし」，「防波堤なし」のケース ④「地盤沈下あり」，「防波堤なし」のケース

防波堤
なし

防波堤
なし
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５．入力津波の設定 潮位のばらつきの考慮

津波計算（基準津波による上昇側最高水位の評価）では，茨城港日立港区の潮位表（2004年～2009年）を用いて，朔望平均満潮位を
T.P.＋0.61mと設定（①）

最新の潮位観測記録データ（2006年～2010年）を用いて，朔望平均満潮位のばらつき（標準偏差）を＋0.14mと評価（②）

最新の潮位観測記録データによる朔望平均満潮位（T.P.＋0.65m）（③）と津波計算での朔望平均満潮位（T.P.＋0.61m）（①）を比較して
，最新の潮位観測記録データの方が0.04m高いため（④），この差分を上記のばらつき（標準偏差）（②）に加えて，
潮位のばらつきを0.18mに設定

各月の朔望平均潮位の水位(満潮位)

潮位のばらつき：＋0.18m

（②標準偏差0.14m＋④差分0.04m）

朔望平均

満潮位

津波計算による
最高水位評価

（2004年～2009年）

最新の潮位観測記録
データに基づく評価
（2006年～2010年）

差分
（③－①）

最大値 － T.P.＋1.44m －

平均値 ①T.P.＋0.61m ③T.P.＋0.65m ④0.04m

最小値 － T.P.＋0.42m －

標準偏差 － ②＋0.14m －

潮位のばらつきの考慮方法

③潮位観測
データに基づく

朔望平均満潮位

T.P.＋0.65m

①津波計算での
朔望平均満潮位

T.P.＋0.61m

②標準偏差

＋0.14m

④差分0.04m
（③－①）

潮位のばらつきとして
＋0.18mを考慮T.P.＋0.61m

T.P.＋0.79m

潮位のばらつきの考慮方法

最大値：T.P.＋1.44m

平均値：T.P.＋0.65m

最小値：T.P.＋0.42m

（2006年10月7日 台風16号の影響による）

２５
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５．入力津波の設定 高潮の考慮

基準津波による最高水位の年超過確率は10－４程度であり，独立事象としての津波と，台風等により発生する高潮が重畳する可能性は
極めて低いが，評価では安全側に高潮の重畳を考慮する。

プラント運転期間を超える再現期間100年に対する高潮の期待値T.P.＋1.44m＊１に基づき，入力津波で考慮済みの水位分を差し引いた
＋0.65mを防潮堤高さの裕度評価で参照する。

＊１ 高潮の期待値T.P.＋1.44mは，入力津波で考慮済みの朔望平均満潮位T.P.＋0.61m及び潮位のばらつき＋0.18mを含む。

年最高潮位の記録（茨城港日立港区）

朔望平均満潮位
T.P.＋0.61m

高潮ハザードの考慮

高潮ハザードの
再現期間100年

の期待値
TP.＋1.44m

潮位のばらつき
＋0.18m

防潮堤高さ

②参照する裕度
＋0.65m

①防潮堤高さの裕度 ＞ ②参照する裕度

となるよう設計する。

▼ 入力津波の高さ

▼ 許容津波高さ

（防潮堤高さ）

茨城港日立港区における最高潮位の超過発生確率

高潮の再現期間100年の期待値：
T.P.＋1.44m

①防潮堤高さ
の裕度

・左のグラフは，茨城港日立港区における過去約40
年（1971年～2010年）の年最高潮位データ＊２，３に
基づき，茨城港日立港区における最高潮位の超
過発生確率を評価したものである。

・再現期間と期待値は，2年：TP.＋0.82m，5年：T.P.
＋0.92m，10年：T.P.＋1.01m，20年：T.P.＋1.11m，
50年：T.P.＋1.28m，100年：T.P.+1.44mとなる。

＊２ 表「年最高潮位の記録（茨城港日立港区）」参照
＊３ 国土交通省関東地方整備局鹿島港湾・空港整備局より受領
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鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁周りの表層付近の地盤においては，地震時における変形や津波による洗掘などに対して，浸

水防護をより確実なものとするため，地盤改良の実施及びシートパイル等の設置を行う。

ボイリングは，津波時の防潮堤前面と背面の水位差によって，堤内側に上向きの水圧が生じ，この浸透圧が堤内側の有効重量を

超えるようになると発生する。したがって，シートパイル等による対策を行うこととし，堤内側の土の重量とシートパイル等の先端位置に

作用する水圧との比から必要根入れ深さを評価する。

地盤高さの嵩上げ

地盤改良範囲（深さ方向）
液状化の可能性を考慮した有効

応力解析結果に基づき，過剰間隙
水圧比が高い範囲や杭体に生じる
断面力を考慮し，深さ方向の改良
範囲を保守的※2に設定する。

地盤改良範囲（堤内の幅）
地盤高さの嵩上げが，地震時に

損傷に至らない範囲を保守的に設
定する。

地盤改良範囲（堤外の幅）
地盤改良に係る指針類に基づき

保守的※1な範囲行う。

シートパイル等（根入れ長）
ボイリング等の評価により，必

要根入れ深さを決定する。

ボイリングの検討ܨ௦ = ݑݑݓ ：シートパイル等先端位置に作用する平均過剰間隙水圧

w ：土の有効重量

シ
ー
ト
パ
イ
ル
等

堤内側 堤外側

地盤改良工法の選定
地盤改良は，剛性の急変部が生じないよ

う配慮し，浸透固化工法も選定対象とする。
浸透固化工法は，地下水位以深での実施

が必要となることから，地下水位以浅はセ
メント固化改良とするなど使い分けを行う。

▼地下水位

地盤高さの嵩上げ部
内部のすべりに対してせん

断強度が不足する場合は，セ
メントによる改良を行う。

地盤改良

（セメント改良）

地盤改良

（セメント改良）

地盤改良

（浸透固化改良）

地盤改良

（浸透固化改良） ※1 防潮堤外側からの浸透圧より
も十分に余裕を持たせた浸透
流路長さ（2倍程度）とするこ
とで，安全性を確保する。

※2 豊浦標準砂の液状化強度特性
により強制的に液状化させる
ことを仮定した保守的な条件
設定に基づいた有効応力解析
結果をもとに設定する。

６. 基準津波に対する対策 表層地盤改良及びシートパイル等の設置検討方針



2-2-64

既往の地盤調査データに基づく有効応力解析結果より，岩着支持杭の基本的な成立性を確認した。

既往の地盤調査データに基づく有効応力解析の結果を以下に示す（地盤改良無し）。

評価の結果，基準地震動Ｓs（Ss-D1）に対して防潮堤周辺地盤の過剰間隙水圧比は95％を下回ることから，液状化の発生は

認められない。また，岩着支持杭の地震時の構造成立性を確認した。

評価項目 応答値 許容限界 判定

杭の曲げ軸力 199N/mm2 278N/mm2 ＯＫ

杭のせん断力 33N/mm2 158N/mm2 ＯＫ

杭の支持力
（地震時）

5,101kN 【岩盤のみの支持力】28,936kN ＯＫ

杭の座屈 6,423kN 83,326kN ＯＫ

６. 基準津波に対する対策
有効応力解析による構造成立性確認（敷地内の地盤調査データに基づく杭の構造成立性確認）
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軸力（kN） 曲げモーメント（kNm） せん断力（kN）

評価断面位置図

鋼管杭の仕様

・材質：SKK490

・杭径：φ2,500mm

・肉厚：t=40mm

▽地下水位

地震波：Ss-D1

【杭の曲げ軸力が最小安全率となる時刻の

杭の曲げモーメント図と軸力図】

【杭のせん断力が最小安全率となる

時刻の杭のせん断力分布図】

軸力（kN）
【杭の軸力が最大となる時刻の軸力図】
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Ac

Km（岩盤）

Ac

Ac

Ac

Ag2：豊浦標準砂

As：豊浦標準砂
As：豊浦標準砂

As：豊浦標準砂
As：豊浦標準砂

Ag1：豊浦標準砂

Ag1：豊浦標準砂
As：豊浦標準砂

du：豊浦標準砂

全ての砂層，礫層を「豊浦標準砂」の液状化特性と仮定し，強制的に液状化する条件を与えた解析評

価においても，岩着支持杭は成立することを確認した。

既往の地盤調査データに基づく有効応力解析の結果では，液状化検討対象層の過剰間隙水圧比が95％以下であったことから

液状化しないことを確認している。しかし，保守的に全ての砂層・礫層を「豊浦標準砂」の液状化強度特性と仮定することに

より，強制的に液状化する条件を与え，その条件下でも岩着支持杭が成立することを確認した。

なお，豊浦標準砂とは，粒径が均一で細粒分含有率が小さく液状化し易い性質があり，土質実験等で多用されるものである。

全ての砂層，礫層を「豊浦標準砂」の液状化特性と仮定し，強制的に液状化する条件を与えた解析評価

Ac

Km（岩盤）

Ac

Ac

Ac

Ag2：豊浦標準砂

As：豊浦標準砂
As：豊浦標準砂

As：豊浦標準砂
As：豊浦標準砂

Ag1：豊浦標準砂

Ag1：豊浦標準砂
As：豊浦標準砂

du：豊浦標準
砂

地層モデル図 過剰間隙水圧比コンター図 過剰間隙水圧比

▽地下水位

地震波：Ss-D1
評価断面位置図

鋼管杭の仕様

・材質：SKK490

・杭径：φ2,500mm

・肉厚：t=40mm

軸力（kN） 曲げモーメント（kNm） せん断力（kN）

評価項目 応答値 許容限界 判定

杭の曲げ軸力 167N/mm2 278N/mm2 ＯＫ

杭のせん断力 31N/mm2 158N/mm2 ＯＫ

杭の支持力
（地震時）

5,660kN 【岩盤のみの支持力】28,936kN ＯＫ

杭の座屈 6,980kN 83,326kN ＯＫ

【杭の曲げ軸力が最小安全率となる時刻の

杭の曲げモーメント図と軸力図】

【杭のせん断力が最小安全率となる

時刻の杭のせん断力分布図】

軸力（kN）
【杭の軸力が最大となる時刻の軸力図】

６. 基準津波に対する対策
有効応力解析による構造成立性確認（ 「豊浦標準砂」の液状化強度特性を仮定した杭の構造成立性確認）
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６. 基準津波に対する対策 設置変更許可段階で示したFLIP解析用液状化強度特性の代表性及び網羅性

豊浦標準砂のFLIP解析用液状化強度特性と原地盤の液状化強度試験結果の比較
液状化強度試験箇所の道路橋示方書算定式で算定される平

均液状化強度比RLが，敷地内調査孔の道路橋示方書算定

式で算定される平均液状化強度比RLより小さいことから，液

状化強度試験箇所の代表性・網羅性を確認した。

du層，As層，D2s-3層及びD1g-1層の追加液状化強度試験で

求められた液状化強度特性は，設置変更許可申請段階で示

した原地盤のFLIP解析用液状化強度特性（-1σ）と同等，ま

たはより大きいことを確認した。一方，Ag2層，Ag1層，D2s-3

層及びD2g-3層の追加液状化強度試験で求められた液状化

強度特性は，設置変更許可申請段階で示した原地盤のFLIP

解析用液状化強度特性（-1σ）よりもわずかながら小さいも

のもあったが，その差は小さく，同様の傾向を呈していること

から，各液状化検討対象層の設置変更許可申請段階で示し

た原地盤のFLIP解析用液状化強度特性（-1σ）は，代表性を

有するものであることを確認した。

強制的に液状化させることを仮定した場合の影響評価のた

めに用いている敷地に存在しない豊浦標準砂のFLIP解析用

液状化強度特性は，敷地における全ての地層の液状化強度

試験結果よりも，十分に小さいことを確認した。

以上より，FLIP解析用液状化強度特性の代表性及び網羅性

を確認した。
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繰返し載荷回数 Nc

液状化強度（du層）

FLIP(-1σ，du層)

液状化強度（As層）

FLIP(-1σ，As層)

液状化強度（Ag2層）

液状化強度（Ag1層）

FLIP(-1σ，Ag2)

液状化強度（D2s-3層）

FLIP(-1σ，D2s-3層)

液状化強度（D2g-3層）

FLIP(-1σ，D2g-3層)

液状化強度（D1g-1層）

FLIP(-1σ，D1g-1層)

FLIP(豊浦標準砂)
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■浸水深の設定

設計用浸水深は，津波の最大遡上高さと設置地盤高さの差の1／2とし，朝倉式（浸水深の３倍の波圧に相当）により算定する。

設定理由は以下のとおり。

• 津波の最大遡上高さと設置地盤高さの差の1／2を浸水深とし朝倉式から算定した津波荷重は，平面二次元津波シミュレーション解

析で得られた浸水深を用いて朝倉式により算定した津波荷重よりも大きい。

• 水理模型実験により確認した浸水深を用いて朝倉式から算定した津波荷重は，上記から算定した津波荷重よりも更に小さいことを

確認した。

0

2

4

6

8

10

12

14

0 200 400 600 800 1000 1200 1400

高
さ
z[
cm

]

波圧 pmax[Pa]

解析値

実験値

朝倉式（基準津波）

朝倉式（入力津波1/2）

朝倉式（平面２次元）

津波波圧の比較（縮尺1／200）

・解析値：分散波理論に基づいた断面二次元津波シミュレーション解析で得
られた波圧

・実験値：水理模型実験で得られた波圧

・朝倉式（基準津波）：分散波理論に基づいた断面二次元津波シミュレーショ
ン解析での浸水深を用いて朝倉式により算出した波圧

・朝倉式（入力津波1／2）：浸水深を（入力津波高さ－地盤高さ）×1／2とし
て朝倉式により算出した波圧

・朝倉式（平面二次元）：平面二次元津波シミュレーション解析で得られた浸
水深を用いて朝倉式により算出した波圧

津波波圧

地盤高さの嵩上げ

表層改良体表層改良体

設計浸水深 η=6.96m
（潮位のばらつき，地盤変状含む）

3η

地盤高さT.P.3.0m

津波波圧

入力津波高さT.P.17.9m
（潮位のばらつき含む）

地盤高さの嵩上げ

表層改良体表層改良体

設計浸水深 η=7.45m
（入力津波高さ×1/2）

3η

地盤高さT.P.3.0m

津波荷重の作用イメージ（平面二次元津波シミュレーション解析結果）

津波荷重の作用イメージ図（入力津波×1／2）

６. 基準津波に対する対策 津波波圧算定式適用に対する考え方 浸水深の設定
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６. 基準津波に対する対策 津波波圧算定式適用に対する考え方 津波荷重の設定

津波高さT.P.24.0m

津波荷重

地盤高さの嵩上げ

表層改良体表層改良体

設計浸水深 η
（津波高さ×1/2）

3η

津波波圧

入力津波高さT.P.17.9m
（潮位のばらつき含む）

地盤高さの嵩上げ

表層改良体表層改良体

設計浸水深 η=7.45m
（入力津波高さ×1/2）

3η

地盤高さT.P.3.0m

基準津波時の津波荷重 T.P.+24m津波時の津波荷重
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図２ 鋼製防護壁 止水機構の構造

④止水板

⑥側面戸当り

鋼製防護壁
陸側

⑤底面戸当り

図ｃ 止水板の構造

名 称 用 途 材 料

止

水

機

能

①止水板押え ・止水板を支持する。 ・漂流物等から止水板を防護する。 鋼製

②保護プレート ・漂流物等から止水板を防護する。 ・止水板への異物混入を防止する。 鋼製

③砂除け ・底面戸当り面への砂等の異物混入を防止する。 ナイロン

④止水板 ・止水機構の扉体の機能。 ・底面及び側面の戸当りに面する部位に水密ゴムを設置し浸水を防止する。
鋼製＋

合成ゴム

⑤底面戸当り
・止水板の底面水密ゴムとのシール性を確保する。 ・床部より100mm嵩上げし異物混入を防止す

る
ステンレス

⑥側面戸当り ・止水板の側面水密ゴムとのシール性を確保する。 ステンレス

⑦シートジョイント ・水密ゴムからの微少な漏えいを保持する。 ・陸側からの異物混入を防止する。 ホリエステル

鋼製防護壁と取水路の隙間に
止水機構を設置する。

取水路

鋼製防護壁

図１ 鋼製防潮壁の構造

津波

陸側 止水機構

鋼製防護壁

津波

①止水板押え

②保護プレート

⑤底面戸当り

③砂除け

図ａ 止水機構の構造

津波

④止水板

図ｅに拡大図
図ｂ 止水機構断面図

⑦シートジョイント

鋼製防護壁

止水機構

津波

陸側

上下±50mm

海側700mm 陸側500mm

図ｄ 止水機構 背面の構造

⑦止水膜

鋼製防護壁

陸側

表１ 止水機構の用途

６. 基準津波に対する対策 防潮堤のうち鋼製防護壁の止水機構について

底面水密ゴム

底面水密ゴム

海側
（耐圧側）

圧力計

止水板

陸側

図３ 水密ゴムの漏水試験装置概要

設計方針

止水機構は，基準津波による遡上波が鋼製防護壁と取水路の隙間からの浸水を
防止することを目的に鋼製防護壁の下部に設置する。止水機構は止水板に水密ゴム
を設置することで浸水を防ぐ構造としている。水密ゴムはダム，水門等において十分
に実績のあるものを採用しているが，基準津波を考慮し漏水試験にて性能を確認して
いる。

止水機構の設計条件

◆津波荷重 ： 基準津波 ◆地震荷重 ： 基準地震動Ｓｓ

◆許容可動範囲 ： 海側へ700mm，陸側へ500mm，上下±50mm

◆適用規格 ： 道路橋示方書・同解説 Ⅱ鉄鋼編，

水門鉄管技術基準 ，ダム・堰施設技術基準（案）

図ｅ 底面水密ゴムの構造（断面図）
側面も同様に水密ゴムを設置
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７．敷地に遡上する津波に対する対策 津波ハザード見直しを踏まえた重大事故等対処設備の津波防護設計

重大事故等対処設備の津波防護設計を行う津波高さの見直し

①津波ハザード見直し前 （第4回，第5回ワーキングチームでご説明）

敷地に遡上する津波を起因とする事故シーケンスの発生頻度が高いこと
を踏まえて，「津波浸水による最終ヒートシンク喪失」を事故シーケンスグ
ループとして新たに抽出した。

重大事故等対処設備への津波防護により，津波による炉心損傷頻度を有
意に低減させるため，防護設計で想定する津波高さとして防潮堤高さの1.5
倍にあたるT.P.＋30m※１（年超過確率6.2×10－７／年）を設定した。

②津波ハザード見直し後 （今回ご説明）

津波ハザードの見直し（最新知見の反映，保守的評価の見直し等）により，
同じ年超過確率に相当する津波高さが低減した。
（①T.P.＋30m ⇒ ②T.P.＋23m程度に低減）

これを踏まえて，防護設計で想定する津波高さは，防潮堤の耐力が確認さ
れている津波高さ（T.P.＋24m）と見直した。

防潮堤完全損壊を想定

T.P.＋8m
T.P.＋3m

原子炉建屋

T.P.＋30mの津波高さ※１を設定
防潮堤耐力を考慮し，防潮堤が完全損壊の条件で遡上解析を
実施

津波ハザード見直し前

無限鉛直壁でT.P.+30m

T.P.＋8m
T.P.＋3m

原子炉建屋

防潮堤健全を想定

T.P.＋24mの津波高さを設定
防潮堤耐力を考慮し，防潮堤健全の条件で遡上解析を実施

津波ハザード見直し後

※１ ここで示す津波高さ（T.P.＋30m）は，仮想的に防潮堤位置に無限鉛直壁を設定した場合の最高水位（駆け上がり高さ）であり，
防潮堤がない状態 の津波高さはT.P.＋20m程度である。

津波ハザードの見直し前後の比較
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1.E+00
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確
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防潮堤前面
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100
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年
超

過
確

率

算術平均

申請時

今回評価

①見直し前
T.P.＋30m

（6.2×10－７／年）

②見直し後
T.P.＋23m程度

（6.2×10－７／年）
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津波ＰＲＡでは，防潮堤高さを超える領域の津波を想定して炉心損傷頻度を評価

プラントの設備配置の概略図（津波浸水イメージ）

７．敷地に遡上する津波に対する対策 津波高さの区分と炉心損傷頻度の関係（1／2）

炉心損傷頻度
約4×10－６／年

（全炉心損傷頻度
の約5.3％）

炉心損傷頻度
約3×10－７／年

（全炉心損傷頻度

の約0.4％）

⇒炉心損傷頻度への寄与が大きいT.P.＋24mまでの津波高さを重大事故等対策に係る津波防護対象とする。

⇒防潮堤損傷の可能性があるT.P.＋24m以上の津波（津波区分3）は大規模損壊として対応する。（次ページ）

＊本評価では重大事故等対処設備が
ない前提で評価している。
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津波区分３のT.P.＋24m超津波による発電用原子炉施設の大規模な損壊に対しても，対応のために
必要な手順や体制等を整備

放水砲を用いた原子炉建屋への放水及び原子炉建屋外側ブローアウトパネル開口部から使用済燃料プールへの注水並びに可
搬型計測器を用いた現場でのパラメータ監視等，可搬型重大事故等対処設備を用いた多様性・柔軟性を有する手順書を整備

初動の事故対応を行う39名の要員は，発電所構内に分散して待機させ，同時に全ての要員が被災することがない体制を整備。
また，要員の中に被災者が発生した場合でも，代わりの要員が到着するまでの間，継続して事故対応が行えるよう体制を整備

可搬型重大事故等対処設備は，T.P.＋24m超津波による浸水の被害を受けない高台に保管

①緊急用海水ポンプピット
・機能喪失する可能性あり

②常設低圧代替注水系格納槽
・機能喪失する可能性あり

③格納容器圧力逃がし装置格納槽
・機能喪失する可能性あり

防潮堤
（機能喪失）

非常用海水ポンプ
（機能喪失）

敷 地 高 さ
T.P.＋8m

⑤原子炉建屋
・建屋内の低階層の設備は
機能喪失する可能性あり

屋外配管
(溢水)

：浸水防護重点化範囲

④常設代替高圧電源装置用カルバート
・浸水する可能性あり

➎可搬型重大事故等対処設備保管場所（西側）
➏可搬型重大事故等対処設備保管場所（南側）

敷地高さT.P.＋11m

常設代替高圧電源装置用カルバート

➊常設代替高圧電源装置置場
➋西側淡水貯水設備
➌高所接続口（西側・東側）
❹軽油貯蔵タンク（地下式）

屋外ﾀﾝｸ
(溢水)

➐緊急時
対策所

※ ＳＡ設備の水密化対策には一定の実力裕度があり，
T.P.＋24m超津波により直ちに機能喪失するもので
はない。ここでは，大規模な地震及び津波の発生に
よる発電用原子炉施設の大規模な損壊を想定。

津波区分３のT.P.＋24m超津波による発電用原子炉施設の大規模な損壊に対する対応例

1. T.P.＋24m超津
波による大規模
な損壊では，水
密化対策を図る
ＳＡ設備の機能
喪失も想定に含
める。※

2. 高所配置により津波の到達防止を図る
設備は，大規模な津波から受ける影響
を回避できる可能性が高い。（➊～➐）

７．敷地に遡上する津波に対する対策 津波高さの区分と炉心損傷頻度の関係（2／2）


